
様式Ｓ－１－１ 

 

平成２８年度 特別推進研究 

研究計画調書等作成・記入要領（新規） 

 

 

研究計画調書は、科研費の交付を申請しようとする者が、公募要領に基づいてあらかじめ当該

研究計画に関する内容を記入し、独立行政法人日本学術振興会（以下、「日本学術振興会」とい

う。）へ提出するものであり、日本学術振興会の科学研究費委員会における審査資料となるもの

です。 

つきましては、下記の点に留意した上で、誤りのないように作成してください。 

なお、科学研究費委員会における審査の結果、採択された場合には、交付内定の通知が行われ、

この通知に基づき交付申請書を提出し、研究計画等が適正と認められた場合に科研費が交付され

ることになります。 

 

記 

 

※ この研究計画調書様式は、「特別推進研究」の「新規応募（研究計画最終年度前年度の応

募を含む）」に際して使用する様式です。 

※ 研究計画調書の作成に当たっては、公募要領で定めるルールに基づいて、研究代表者が責

任をもって作成してください。なお、「研究代表者」、「研究分担者」、「連携研究者」、

「研究協力者」の定義については、公募要領３１～３２ページを参照してください。 

※ 様式は、「Ⅰ応募情報(Ｗｅｂ入力項目)」、「Ⅱ応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】

（添付ファイル項目）」及び「Ⅲ応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付フ

ァイル項目）」から成ります。所定の様式の改変は認めません。 

※ 科学研究費委員会の審査委員及び国内の研究機関に所属する審査意見書作成者は全ての

様式により、海外の研究機関に所属する審査意見書作成者は、「Ⅰ応募情報(Ｗｅｂ入力項

目)」及び「Ⅱ応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】（添付ファイル項目）」によ

り審査します。 

※ 英語で記入された研究計画調書も受け付けます。なお、「応募情報入力」画面において、

左上の「Japanese ▶ English」ボタンをクリックすると、英語表記の入力画面に切り替わ

ります。 

 

Ⅰ 応募情報（Ｗｅｂ入力項目） 

 

応募書類のうち研究計画調書の「応募情報（Ｗｅｂ入力項目）」については、この情報に基

づいて応募内容の確認及び審査資料の作成を行うため、これらの入力内容によっては当該応募

研究課題が審査に付されないことや審査の結果に影響を及ぼすことがありますので、作成に当

たっては十分注意してください。 

「応募情報（Ｗｅｂ入力項目）」は、研究代表者が所属研究機関から付与された「府省共通

研究開発管理システム（e-Rad）」（以下、「e-Rad」という。）のＩＤ・パスワードにより「科

研費電子申請システム」（以下、「電子申請システム」という。）にアクセスして直接入力を

行うものであり、このデータは同時に研究計画調書の前半部分を兼ねることとなります。 

なお、応募情報の一部（エフォート等）は、e-Radに登録することになります。 

作成に当たっては、以下の点に留意しつつ公募要領で定めるルールに基づいて、研究代表者

が責任を持って作成してください。 

また、研究代表者の氏名や所属等については、研究代表者の所属研究機関からの事前登録情

報が自動表示されますので、確認時に誤りを見つけた場合は、入力データを一時保存した上で

所属研究機関の事務局に連絡し、その指示に従ってください。



１．新規・継続区分 

「新規」を選択してください。 

 

２．継続の場合の研究課題番号 

継続応募の場合のみの入力項目のため、入力できません。 

 

３．研究計画最終年度前年度の応募 

「応募しない」・「応募する」のうち該当する区分を選択してください。 

また、「応募する」を選択した場合は、研究計画最終年度前年度の応募の対象となる平成

２８年度が最終年度である継続研究課題の課題番号を必ず入力し、「応募内容ファイル：【様

式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目）」の「研究計画最終年度前年度の応募を行う場合の

記入事項」欄に必要事項を必ず記述してください。 

 

４．審査希望分野（系等の区分） 

審査を希望する系等を「人文・社会系」･「理工系（数物系科学）」･「理工系（化学）」･

「理工系（工学）」･「生物系」の区分から必ず一つ選択してください。 

 

５．研究代表者氏名 

「氏名」欄は、研究代表者の所属研究機関からの事前登録情報が自動表示されますので、

当該研究代表者が正しく登録されていることを確認してください。 

なお、下段の(英語)欄には、「氏名」を姓、名の順にアルファベットで入力してください。 

 

６．研究代表者所属研究機関・部局・職 

「所属研究機関」欄、「部局」欄及び「職」欄は、研究代表者の所属研究機関からの事前

登録情報が自動表示されますので、当該研究代表者に係る研究計画調書作成時点での正しい

所属情報が登録されていることを確認してください。 

なお、下段の(英語)欄には、それぞれ英語で入力してください。 

 

（１）「部局」欄について、自動表示されている部局名が実際に所属する部局名と異なる場

合は、実際の部局名を入力してください（部局レベルの所属がない場合は名称欄の入力

は不要です）。 

 

（２）「職」欄について、自動表示されている職名が実際の職名と異なる場合は、実際の職

名を入力してください。 

 

７．研究課題名 

「研究課題名」欄には、研究期間終了時までの研究内容を具体的に表すような研究課題

名（一般的、抽象的な表現は避けてください。）を４０字以内（全角のみ）で入力してく

ださい。 

研究課題名の変更は原則として認めません。 

入力に当たっては、濁点、半濁点はそれだけで独立して１字とはなりませんが、アルファ

ベット、数字、記号等はすべて１字として数えられ、表示されることに留意し、化学式、数

式の使用は極力避けてください（表示例 Ｃa２＋ → Ｃａ２＋）。 

なお、下段の(英語)欄には、英語で２００字以内（半角のみ）で入力してください。全角

の記号等は入力できません。 

 

８．研究経費 

「研究経費」欄には、研究計画に基づき、年度別・使用内訳別に応募研究経費を入力して

ください。その際、以下に記載している「対象となる経費（直接経費）」及び「対象となら



ない経費」に留意してください。また、研究期間のいずれかの年度における研究経費の額が

１０万円未満の研究計画は公募の対象となりませんので、ご注意ください。 

年度ごと、使用内訳ごとの合計額については、入力後の確認画面において自動表示されま

すので、入力した金額と併せて確認してください。 

入力に当たっては、金額を千円単位で入力し、千円未満の端数は切り捨ててください。 

また、①応募する年度において該当のない費目、②応募しない年度の全ての費目について

は、必ず全ての欄に「０」を入力してください。 

なお、下段には、１ドル＝１２０円で換算された金額が自動表示されます。 

 

９．関連研究分野研究者（ＰＤＦファイルには出力されません） 

「関連研究分野研究者」欄には、当該応募研究課題の関連分野に最も精通し、かつ、当該

応募研究課題の研究内容を的確に評価できると思われる研究者の情報を、国内の研究機関に

所属する研究者（３名。原則として、科研費の応募資格を有する者（公募要領１６ページを

参照））及び海外の研究機関に所属する研究者（３名以上５名以内）のそれぞれについて入

力してください（なお、国内の研究機関に所属する研究者については「氏名」「所属研究機

関」「職」が、海外の研究機関に所属する研究者については「氏名」「所属研究機関」「Email」

が、それぞれ必須の入力項目となります）。 

入力した国内及び海外の関連研究分野研究者のうち、各１名程度に審査意見書の作成を依

頼する予定です。 

ただし、本応募研究課題の同一研究組織内の研究者、研究代表者本人と同一機関に所属す

る研究者及び下記の①から⑤に該当する者を除きます。 

 

① 親族関係もしくはそれと同等の親密な個人的関係 

② 緊密な共同研究を行う関係 

（例えば、共同プロジェクトの遂行、共著研究論文の執筆もしくは同一目的の研究

会メンバーにおいて、緊密な関係にある者） 

③ 同一研究単位での所属関係（同一講座の研究者等） 

 

「対象となる経費(直接経費）」 

研究計画の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む）を対象としま

す。 
 

注）研究計画のいずれかの年度において、「設備備品費」、「旅費」又は「人件費・謝金」

のいずれかの経費が９０％を超える研究計画の場合及びその他の費目で特に大きな割合

を占める経費がある研究計画の場合には、当該経費の研究遂行上の必要性について、研

究計画調書に記載しなければなりません。 

 

「対象とならない経費」 

次の経費は対象となりません。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要とな

る軽微な据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費（注）を使用することが適切な経費 
 

注）研究計画の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費（直接経費の３０％に相当する額）

であり、研究機関が使用するものです。 

今回、公募を行う研究種目には間接経費が措置される予定ですが、研究代表者は、間接経

費を応募書類に記載する必要はありません。 

 



④ 密接な師弟関係もしくは直接的な雇用関係 

⑤ 研究課題の採否又は評価が評価者等の直接的な利益につながると見なされるおそれ

のある対立的な関係もしくは競争関係 

 

また、競争的・対立的関係にある等の理由により、国内外に審査意見書作成者として適当

でないと思われる研究者がいる場合には、「国内の研究機関に所属する研究者で審査意見書

作成者として避けてほしい者」欄又は「海外の研究機関に所属する研究者で審査意見書作成

者として避けてほしい者」欄に、それぞれ入力してください（任意、各３名まで）。 

 

原則として全ての研究課題について、海外の研究者による審査意見書の作成を行いますが、

研究代表者が海外の研究者による審査が難しい又は適当ではないと判断する場合は、「海外の

研究者による審査の適否」欄は「適当でない」を選択するとともに、その理由を「Ⅲ応募内

容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】」の「海外の研究者による審査が適当でない場合、

その理由」欄に記述してください。この場合、Ｗｅｂ入力項目のうち、「審査意見書作成者と

してふさわしいと思われる海外の研究機関に所属する関連研究分野研究者」欄及び「海外の

研究機関に所属する研究者で審査意見書作成者として避けてほしい者」欄の入力は不要です。 

なお、この理由の適否については科学研究費委員会において判断し、妥当な理由であると

判断されない場合でも、応募の要件違反として却下するのではなく、審査における総合的な

判断の中で考慮しますので、注意してください。 

 

１０．関連研究分野（細目） 

「関連研究分野（細目）」欄には、当該応募研究課題の研究内容に最も関連が深いと思わ

れる分野・分科・細目を２つまで選定し（最低１つは選定してください）、関連が深い順に

入力してください。 

細目番号一覧は入力画面から呼び出すことができます。また、公募要領（３５～３９ペー

ジ）にも掲載していますので適宜参照してください。 

 

１１．研究代表者連絡先（ＰＤＦファイルには出力されません） 

「研究代表者連絡先」欄には、研究代表者と直接連絡が必要な場合に備えた情報を入力し

てください（例えば勤務先住所は、本部所在地ではなく研究代表者が実際に勤務するキャン

パスの所在地を入力してください。）。 

 

１２．研究組織 

「研究代表者」、「研究分担者」、「連携研究者」、「研究協力者」の定義は、次のとお

りです。 

 

 

「研究代表者」（応募者） 

ア 研究代表者は、補助事業者であり、研究計画の遂行（研究成果の取りまとめを含む。）

に関してすべての責任を持つ研究者のことをいいます。 

なお、研究期間中に応募資格の喪失などの理由により、研究代表者としての責任を果

たせなくなることが見込まれる者は、研究代表者となることを避けてください。（注） 

 
（注）研究代表者は、研究計画の遂行に関してすべての責任を持つ研究者であり、重要な    

役割を担っています。応募に当たっては、研究期間中に退職等により応募資格を喪失    
し、責任を果たせなくなることが見込まれる者は研究代表者となることを避けるよう    
求めており、研究代表者を交替することは認めていません。 
ただし、「新学術領域研究（研究領域提案型）」の「総括班研究課題」及び「生命科

学系３分野支援活動」については、所要の手続を経て、研究代表者(領域代表者)の交
替を認められる場合があります。 



 

イ 研究代表者は、研究組織を構成する場合には、研究分担者との関係を明らかにするた

め、当該研究分担者が異なる研究機関に所属する者の場合にあっては「研究分担者承諾

書（他機関用）」を、同じ研究機関に所属する者の場合にあっては「研究分担者承諾書

（同一機関用）」を必ず徴し、保管しておかなければなりません。 

 

ウ 研究代表者は、e-Rad に「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録され

ているほか、科研費やそれ以外の競争的資金で、不正使用、不正受給又は不正行為

を行ったとして、平成２８年度に、「その交付の対象としないこと」とされていな

いことが必要です。 

 

「研究分担者」 

ア 研究分担者は、補助事業者であり、研究計画の遂行に関して研究代表者と協力しつつ、

補助事業としての研究遂行責任を分担して研究活動を行う者のことをいい、分担金の配

分を受ける者でなければなりません（研究代表者と同一の研究機関に所属する研究分担

者であっても、分担金の配分を受けなければなりません。）。 

なお、研究期間中に応募資格の喪失などの理由により、研究分担者としての責任を果

たせなくなることが見込まれる者は、研究分担者となることを避けてください。 

 

イ 研究分担者は、研究代表者と同様、e-Radに「科研費の応募資格有り」として研究者

情報が登録されているほか、科研費やそれ以外の競争的資金で、不正使用、不正受給又

は不正行為を行ったとして、平成２８年度に、「その交付の対象としないこと」とされ

ていないことが必要です。 

 

「連携研究者」 

ア 連携研究者は、研究代表者又は研究分担者の監督の下、研究組織の一員として研究計

画に参画する研究者のことをいいます。 

なお、連携研究者は、補助事業者ではないため、分担金を受け主体的に科研費を使用

することはできません。 

 

イ 連携研究者は、研究代表者及び研究分担者と同様、e-Radに「科研費の応募資格有り」

として研究者情報が登録されていることが必要です。 

 

  ※ 「研究分担者」と「連携研究者」の違いは、科研費制度上の位置付けの違いで

あって、研究活動における役割の重要性は同じです。 

 

「研究協力者」 
ア 研究協力者は、研究代表者、研究分担者及び連携研究者以外の者で、研究課題の遂行
に当たり、協力を行う者のことをいいます。 

（例：ポストドクター、リサーチアシスタント（ＲＡ）、日本学術振興会特別研究員（Ｄ 
Ｃ及び研究従事機関として本会に届け出ている研究機関において応募要件を満た
さないＳＰＤ・ＰＤ・ＲＰＤ）、外国の研究機関に所属する研究者（海外共同研究
者）、科学研究費補助金取扱規程第２条に基づく指定を受けていない企業の研究者、
その他技術者や知財専門家等の研究支援を行う者等） 

   
イ 研究協力者は、必ずしも e-Radに「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録
されている必要はありません。 

 



また、「研究組織」は、次のことに留意して入力してください。 

 

（１）研究組織（研究代表者、研究分担者及び連携研究者）の入力欄は、入力画面左側の「追

加」ボタンを人数分押すことでデータ入力欄が表示されます。 

使用しないデータ入力欄（入力したが使用しない場合や全く入力しなかった場合）に

ついては、左側の「削除」ボタンを押してデータ入力欄を削除してください。 

画面最下部に表示される「研究組織人数」欄は、データ入力欄の数により自動表示さ

れます。 

「研究組織人数」欄の数字と実際に入力したデータの合計人数が合わない場合は、入

力後の確認画面においてエラーが表示されますので、入力しなかったデータ入力欄は必

ず削除してください。 

（２）研究分担者、連携研究者の別 

「区分」欄には、「研究分担者」、「連携研究者」のうち該当する区分を選択してく

ださい。 

（３）海外共同研究者や科研費への応募資格を有しない企業の研究者等との共同研究を含む

場合、これらの研究者は「研究協力者」となることから、当該研究課題の研究組織には

入力せず、研究計画調書等作成・記入要領の指示に従い、作成する研究計画調書の「研

究計画・方法」欄等、全体の研究計画を説明する中で記載してください。 

（４）研究者情報（①「研究者番号」、②「氏名（フリガナ・漢字等・英語）」、③「年齢

（平成２８年４月１日現在）」、④「所属研究機関・部局・職」、⑤「現在の専門」及

び⑥「学位」）は、当該研究者に対応する正確な情報を、各研究者本人及び研究者の所

属研究機関事務局に確認のうえ、入力または選択してください（所属研究機関・部局・

職の番号一覧は、入力画面から呼び出すことができます。）。 

ただし、研究代表者に係る情報のうち①②③④は、研究代表者の所属研究機関からの

事前登録情報が自動表示されますので、当該研究代表者の情報が正確に登録されている

ことを確認してください。 

（５）「部局」欄について、部局番号一覧の名称が実際に所属する部局名と異なる場合は、

実際の部局名を入力してください（部局レベルの所属がない場合は名称欄には入力不要

です。）。 

（６）「職」欄について、職番号一覧の名称が実際の職名と異なる場合は、実際の職名を入

力してください。 

（７）「役割分担」欄には、平成２８年度の研究実施計画に対する分担事項を中心に、研究

代表者、研究分担者及び連携研究者がどのように協力して研究を行うのか、それぞれの

関連がわかるように入力してください。 

（８）「平成２８年度研究経費」欄は、研究計画に基づき、研究代表者及び研究分担者への

配分額を千円単位で入力してください（連携研究者については分担金の配分ができませ

んので入力不要です。）。 

また、各研究者への配分額の合計金額が「８．研究経費」の「平成２８年度の研究経

費欄の合計金額」と一致するようにしてください（一致しない場合は、入力後の確認画

面においてエラーが表示されます。）。 

（９）「エフォート」欄は、研究代表者及び研究分担者について、本応募研究課題が採択さ

れる場合を想定した時間の配分率（１～１００の整数）を入力してください（連携研究

者については入力不要です。）。 

時間の配分率の決定にあたっては、総合科学技術会議におけるエフォートの定義であ

る「研究者の年間の全仕事時間を１００％とした場合、そのうち当該研究の実施に必要

となる時間の配分率（％）」という考え方で決定してください。なお、「全仕事時間」

とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育活動等を含めた実質的な全仕事時間を

指します。 

また、本応募研究課題が採択された場合には、改めてその時点におけるエフォートを



決定していただき、e-Radに登録することとなります。 

（１０）（英語）と表記された各欄には、それぞれの項目の英訳を入力してください。 

 

１３．応募内容ファイル選択 

「（１）作成した応募内容ファイル（Word又はPDF）を選択してください」欄には、「応募

内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】（添付ファイル項目）」をアップロードしてくだ

さい。また、ファイル名は必ず「en」（大文字でも可）で始めるようにしてください。 

「（２）作成した応募内容ファイル（Word又はPDF）を選択してください」欄には、「応募

内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目）」をアップロードしてくだ

さい。また、ファイル名は必ず「jp」（大文字でも可）で始めるようにしてください。 



 
応募情報（Ｗｅｂ入力項目）画面イメージ【特別推進研究】① 



 応募情報（Web 入力項目）画面イメージ【特別推進研究】② 



 

 

 

 

応募情報（Web 入力項目）画面イメージ【特別推進研究】③ 



Ⅱ 応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】（添付ファイル項目） 

 

以下の項目は、「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】（添付ファイル項目）」の

内容であり、後述する「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目）」

とともに、研究計画調書（ＰＤＦファイル）の後半部分を構成することになります。 

このファイルの内容は、海外の研究機関に所属する審査意見書作成者が、 

 

① 当該研究者が当該研究分野において国際的に高い評価を得ているか 

② 当該研究分野の現状と動向の中で当該研究課題が国際的に高い評価を得られるもので

あるか 

 

について審査を行うための資料となるほか、後述する「応募内容ファイル：【Ｓ－１－１（２）】

（添付ファイル項目）」と合わせて、科学研究費委員会の審査委員及び国内の研究機関に所属

する審査意見書作成者が行う審査に付されるものです。 

研究代表者は、「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】（添付ファイル項目）」に

ついて、日本学術振興会の科学研究費助成事業ホームページから様式を取得し記入したものを、

「電子申請システム」にアクセスして添付してください（３MB以上のファイルは添付不可）。 

このファイルについては、記入は全て英語で行い、原則として使用する文字サイズ及びフォ

ントは、それぞれ１０ポイント以上、「Century」としてください。 

 

ただし、「海外の研究者による審査の適否」欄で「適当でない」に該当する場合は、２．

「CURRICULA VITAE」欄のみを記入してください（この場合、記入は日本語で構いません）。 

なお、「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（１）】（添付ファイル項目）」の提出は、

「海外の研究者による審査の適否」欄で「適当でない」に該当する場合でも必須ですので、注

意してください。 

 

※ 電子申請システム上に添付する際は、記入済みのファイルを、「応募内容ファイル選択」

の「（１）作成した応募内容ファイル（Word又はPDF）を選択してください」欄にアップロ

ードしてください。また、ファイル名は必ず「en」（大文字でも可）で始めるようにしてく

ださい。 

 

１．「PROJECT DESCRIPTION」 欄 

本欄は、海外の審査意見書作成者が前述の①及び②の点を審査する上で参考にするもので

す。このことを念頭に、（１）この提案に至るまでの研究の背景・経緯（これまでの研究代

表者等の研究成果を含む）、（２）本提案の必要性・重要性及び当該学問分野での位置付け、

（３）それを踏まえてこの提案が目指す到達目標を、関連する文献を適宜引用（巻号を明記）

しつつ、英語で簡潔に（全体で２ページ以内に収まるよう）記述してください。 

なお、ここでは、その漏洩が応募者に重大な不利益を与えるような機微な研究アイディア

等については、記述する必要はありませんので、十分に注意してください。 

応募研究課題の詳細は、「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル

項目）」の各欄に記述してください。 

 

２．「CURRICULA VITAE」欄 

下記の指示及びそれぞれの記入欄に記載されている指示に従い、研究代表者、研究分担者

ごと（研究組織欄に記載の順番）に別ページで作成してください。 

なお、特別推進研究は一人又は比較的少人数の研究者で組織する研究計画を対象としてい

ることから、研究組織の一員として参画する連携研究者についても必要に応じて作成してく

ださい。 

また、下記（１）～（５）の様式は、一体となるものですので、研究者ごとにまとめてく



ださい。 

 〈例〉研究組織が、研究代表者、研究分担者①、研究分担者②の場合 
 

  [研究代表者]  特推１－３ 
 

          特推１－４－（１） 

          特推１－４－（２） 

          特推１－４－（３） 
 

          特推１－５ 
 

  [研究分担者①] 特推１－３ 
 

          特推１－４－（１） 

          特推１－４－（２） 

          特推１－４－（３） 
 

          特推１－５ 
 

  [研究分担者②] 特推１－３ 
 

          特推１－４－（１） 

          特推１－４－（２） 
 

          特推１－５ 

※ 特推１－４－（ ）の（ ）内には、研究者ごとに１から順に通し番号を記入してください。 

 

（１）「Age」欄には、平成２８年４月１日現在の年齢を記入してください。 

「Institution (University, College, etc.), Academic Unit (School, Faculty, etc.) & 

Position」欄には、研究計画調書作成時点の所属研究機関・部局・職を記入してくださ

い。 
 

（２）「Roles」欄には、本提案における当該研究者の役割を簡潔に記入してください。（「応

募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目）」１．（２）「研究

目的」欄と連動） 
 
（３）「Research Careers and Experience」欄には、最終学校卒業後の主たる研究歴を、

現在から順に年度をさかのぼって記入してください。 
 

（４）「RECENT RESEARCH ACTIVITIES Ⅰ (Publications)」欄には、応募研究課題の

内容に限ることなく、これまでに発表した論文、著書（教科書、学会抄録、講演要旨は

除く）、産業財産権等のうち主要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去にさか

のぼり、発表年（暦年）毎に区別（線は移動可）し、通し番号を付して３ページ以内で

記入してください。研究業績については、主に2011年以降の業績を中心に記入してくだ

さい。それ以前の業績であっても本研究に深く関わるものや今までに発表した主要な論

文等（10件以内）を記入しても構いません。 

なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限ります。 

また、発表論文の場合は、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後

の頁、発表年(西暦)について記入してください（各項目が記載されていれば項目の順序

を入れ替えても可）。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略

（省略する場合、「掲載されている順番／全著者数」のように記入）しても可。研究代表

者には二重下線を、研究分担者等には一重下線を付してください。また、corresponding 

author には左に＊印を付してください。なお、応募研究課題に関係するものについて

は、最初に＋を付してください。） 
 



（５）「RECENT RESEARCH ACTIVITIES Ⅱ (Invited Lectures and Talks, Prizes, etc.)」

欄には、主に2011年以降を中心として特に重要と思われる国際学会での招待講演・受賞

歴などから、主要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去にさかのぼり、発表年

（暦年）毎に区別（線は移動可）し、１ページ以内で記入してください。特に記載する

ものがない場合は空欄でも構いません。 

なお、国際学会での招待講演については、国際学会等の名称、開催日時・場所、講演

題目等を記入し、受賞歴については、賞の名称等を記入し、応募研究課題に関係するも

のについては、最初に＋を付してください。 



Ⅲ 応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目） 
 

以下の項目は、「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目）」の

内容であり、研究計画調書（ＰＤＦファイル）の後半部分を構成することになります。 

研究代表者は、「応募内容ファイル：【様式Ｓ－１－１（２）】（添付ファイル項目）」に

ついて、日本学術振興会の科学研究費助成事業ホームページから様式を取得し記入したものを、

「電子申請システム」にアクセスして添付してください（３MB以上のファイルは添付不可）。 
 

※ 電子申請システム上に添付する際は、記入済みのファイルを、「応募内容ファイル選択」

の「(2)作成した応募内容ファイル（Word又はPDF）を選択してください」欄にアップロード

してください。また、ファイル名は必ず「jp」（大文字でも可）で始めるようにしてくださ

い。 
 
１．全体研究計画 
 

全体の研究計画を、下記の指示及びそれぞれの記入欄に記載している指示に従い、下記（１）

～（９）については、１１ポイント以上の文字等を使用して記入してください。 

また、下記（１）～（８）の各欄については、ページを追加しても差し支えありませんが、

（１）～（８）全体で１４ページを超えないように要点をまとめてください。 

なお、次のような研究計画は公募の対象としていませんので、ご注意ください。 

① 単に既製の研究機器の購入を目的とする研究計画 

② 他の経費で措置されるのがふさわしい大型研究装置等の製作を目的とする研究計画 

③ 商品・役務の開発・販売等を直接の目的とする研究計画（商品・役務の開発・販売

等に係る市場動向調査を含む。） 

④ 業として行う受託研究 

⑤ 研究期間のいずれかの年度における研究経費の額が１０万円未満の研究計画 

また、今回応募する研究種目について、「競争的資金の適正な執行に関する指針」（公募

要領５ページ参照）に示される「不合理な重複」の考え方に該当する場合には、審査の段階

で「不合理な重複」と判断される可能性がありますので、研究計画調書を作成する際には、

十分に御留意ください。 
 
（１）「研究目的」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 
 
（２）「研究の必要性」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 
 
（３）「応募者のこれまでの研究成果を引用した他の研究者の論文」欄 

（１）及び（２）に関係する当該論文について、研究計画調書に記載している指示に従

って記述してください。 
 
（４）「研究計画・方法」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 
 
（５）「今回の研究計画を実施するに当たっての準備状況等」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 

なお、科研費は国民から徴収された税金等でまかなわれるものであるため、研究者は、

その研究成果を社会・国民にできるだけ分かりやすく説明することが求められています。

このため、研究成果を社会・国民に発信する方法（例えば、ホームページの作成、研究成

果広報用パンフレットの作成、公開行事等への参加、マスメディアへの発表予定）等につ

いても記述してください。（公募要領８～９ページ参照） 

 



（６）「これまでに受けた研究費とその成果等」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 
 
（７）「研究計画と研究進捗評価を受けた研究課題の関連性」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 

なお、該当しない場合には、その旨記述してください。 
 
（８）「研究計画最終年度前年度の応募を行う場合の記入事項」欄 

研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 

なお、該当しない場合には、その旨記述してください。 
 
（９）「人権の保護及び法令等の遵守への対応」欄 

該当者は、研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 

なお、該当しない場合には、その旨記述してください。 
 
（１０）「研究施設」欄 

この研究計画のために利用可能な主な研究室・実験室について記入してください。 

なお、共同利用施設や他の研究計画と共同利用する場合は、週当たり利用可能時間、そ

の他の説明を備考欄に記入してください。 
 
（１１）「現有設備」欄 

この研究計画のために利用可能な現有機器類について記入してください。 

なお、共同利用設備や他の研究計画と共同利用する場合は、週当たり利用可能時間、そ

の他の説明を備考欄に記入してください。 
 
（１２）「設備備品費の明細」欄 

研究計画調書に記載されている指示に従い、年度ごとに区分し、金額の合計も記入して

ください。記入欄（年度ごとの枠）については、記述量に合わせて調整しても構いません

が、３ページ以内に収まるようにしてください。 

なお、研究期間の最終年度に設備備品を購入する場合は、当該年度の「必要性・妥当性

等」欄に、必要な理由を記入してください。 
 
（１３）「消耗品費等の明細」欄 

次のことに留意して、年度ごとに区分し、金額の合計も記入してください。 

１. 消耗品費は、薬品、実験用動物、ガラス器具等その品名ごとに記入してください。 

２. 旅費は、国内旅費及び外国旅費に分けて、研究代表者、研究分担者、連携研究者及び

研究協力者の海外・国内出張（資料収集、各種調査、研究の打合せ、研究の成果発表等）

のための経費（交通費、宿泊費、日当）等その事項ごとに記入してください。 

３. 人件費・謝金は、資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケート

の配付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・リサーチアシス

タント(RA)・外国の機関に所属する研究者等）に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者

派遣業者への支払いのための経費等その事項ごとに記入してください。 

（例：資料整理（内訳：○人×○月）・△△△千円） 

４. その他は、上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像・

焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費（研究機関の施設

において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、会議費（会場借料、食事（アルコール

類を除く）費用等）、リース・レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具

等）、機器修理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホームペ

ージ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした研究成果

広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等その事項ごとに記入してください。 

なお、記入欄（年度ごとの枠）については、記述量に合わせて調整しても構いません

が、３ページ以内に収まるようにしてください。 



（１４）「応募総額が５億円を超える理由」欄 

該当する場合、研究計画調書に記載している指示に従って記述してください。 
 
 
２．研究費の応募・受入等の状況・エフォート 
 

研究代表者及び研究分担者ごと（研究組織欄に記載の順番）に別ページで、応募時点にお

ける「（１）応募中の研究費」、「（２）受入予定の研究費」、「（３）その他の活動」の

それぞれについて、研究計画調書に記載の注意事項と、次のことに留意して記入してくださ

い。 

・「（１）応募中の研究費」、「（２）受入予定の研究費」欄には、科研費のみならず他の

競争的資金制度についても記入してください。 

・複数の研究費を記入する場合は、枠を追加して記入してください。 

・所属研究機関内で競争的に配分される研究費についても、「（１）応募中の研究費」又は

「（２）受入予定の研究費」に記入してください。 

・所属研究機関の特定の目的（ミッション）に沿って行われるプロジェクト研究に参加して

いる場合に、配分される研究費についても「（１）応募中の研究費」又は「（２）受入

予定の研究費」欄に記入してください。 

なお、個人へ配分される研究費が明確でない場合は、その旨を「Ⅰ：研究内容の相違点」

欄に記入してください。 

・所属研究機関内で、研究活動等を職務として行うため一律に配分されるような基盤的経費

については、「（１）応募中の研究費」又は「（２）受入予定の研究費」に記入する必

要はありませんが、そのような経費を活用して行う研究活動等のエフォートは、「（３）

その他の活動」に記入してください。 

・科研費の連携研究者として参画している研究課題に係るエフォートは、「（３）その他の

活動」に記入してください。 

・研究分担者が日本学術振興会特別研究員（ＳＰＤ、ＰＤ、ＲＰＤ）であって、平成２８年

度の特別研究員奨励費の受給を予定している場合には「（２）受入予定の研究費」に記

入してください。なお、日本学術振興会より毎月支給される研究奨励金（研究遂行経費）

については、記入しないでください。 

・連携研究者については、記入する必要はありません。 

・右上の「特推２－１４－（ ）」の（ ）内には、次のとおり研究代表者から順に通し番

号を記入してください。 
 
 〈例〉研究組織が、研究代表者、研究分担者①、研究分担者②の場合 

 

  [研究代表者]  特推２－１４－（１） 

          特推２－１４－（２） 
 

  [研究分担者①] 特推２－１４－（３） 

          特推２－１４－（４） 
 

  [研究分担者②] 特推２－１４－（５） 

          特推２－１４－（６） 
 

 
（１）「資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）」 

研究費の名称、研究期間、配分機関等名を記入してください。なお、科研費の場合には

研究種目・審査区分名（新学術領域研究（研究領域提案型）にあっては、「計画研究・公

募研究」の別を含む。）及び研究期間のみ記入してください。ただし、特別研究員奨励費

については、課題番号も記入してください。 

（例１）基盤研究（Ｃ）審査区分「一般」で研究期間が平成２７～３０年度 

      → 基盤研究（Ｃ）（一般）（H27～30） 



（例２）挑戦的萌芽研究で研究期間が平成２８～３０年度 

       → 挑戦的萌芽研究（H28～30） 

（例３）新学術領域研究（研究領域提案型）の計画研究で研究期間が平成２８～ 

    ３２年度 

       → 新学術領域研究（研究領域提案型）（計画研究）（H28～32） 

（例４）特別研究員奨励費で研究期間が平成２７～２９年度 

    → 特別研究員奨励費（H27～29）15J12345  
 
（２）「研究課題名（研究代表者氏名）」 

研究課題名を記入してください。なお、研究分担者等で参画している場合は、（ ）書

きで当該研究課題の研究代表者等の氏名を記入してください。 
 
（３）「役割（代表・分担の別）」 

当該研究者の役割が研究代表者等の場合は「代表」と、研究分担者等の場合は「分担」

と記入してください。 
 
（４）「平成２８年度研究経費（期間全体の額）（千円）」 

平成２８年度に本人が受け入れ自ら使用する研究費の直接経費の額（応募中のものは応

募額）を上段に記入し、併せて研究期間全体で自ら使用する総額（予定額）を下段に（ ）

書きで記入してください。 

また、本人が研究分担者等の場合は、平成２８年度に本人が受け入れ自ら使用する分担

金の額（予定額）を上段に記入し、併せて研究期間全体で自ら使用する分担金の総額（予

定額）を下段に（ ）書きで記入してください（分担金が配分されない場合は、それぞれ

「０」を記入してください）。 

なお、科研費の研究代表者である場合は、研究期間全体の直接経費の総額を、

「本応募研究課題と当該研究課題との関係」欄の「Ⅰ：研究内容の相違点」に記

入してください。 
 
（５）「エフォート」 

本欄に記入する、「（１）応募中の研究費」、「（２）受入予定の研究費」及び「（３）

その他の活動」に係る全仕事時間を１００％として、そのうちそれぞれの研究活動等の実

施に必要となる時間の配分率（％）を記入してください。「全仕事時間」とは研究活動の

時間のみを指すのではなく、教育活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。 

なお、科研費においては、重複応募は可能であっても、特別推進研究と重複して採択さ

れることがない研究種目を記載する場合は、「－」と記入してください。 

また、競争的資金制度により研究を行う場合には、当該研究活動に係るエフォートを必

ず記入してください。本応募研究課題が採択された場合には、改めてその時点におけるエ

フォートを決定していただき、e-Radに登録することとなります。 
 
（６）「本応募研究課題と当該研究課題との関係」 

応募中又は受入予定の研究費と本応募研究課題の関連性を、「Ⅰ」欄に研究内容の相違

点、「Ⅱ」欄に当該研究課題に加えて本応募研究課題に応募する理由、「Ⅲ」欄に現在遂

行中の研究（「新学術領域研究」、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」で

実施している研究）を取りやめて本研究を行う理由を、それぞれ具体的かつ的確に記述し

てください。 

 

・特別推進研究に採択された場合（公募要領１８～２７ページ） 

「特別推進研究」の研究代表者は、既に研究代表者として採択されている「新学術領

域研究」（研究領域提案型・公募研究）、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究（Ａ・

Ｂ）」及び「研究活動スタート支援」の研究課題を廃止しなければなりません。また、

他の研究種目の研究課題に研究分担者として参画することはできません。 

なお、「新学術領域研究」（研究領域提案型・計画研究）については、その研究の実施



及び研究に参画することはできません。 

 

３．「海外の研究者による審査が適当でない場合、その理由」欄 

研究計画調書に記載されている指示に従って記述してください。 

なお、該当しない場合には、その旨記述してください。 


